甲佐町告示第１４０号
　　甲佐町宿泊型合宿等補助金交付要綱を次のように定める。
　　　令和８年９月３０日

甲佐町長　甲　斐　高　士

甲佐町宿泊型合宿等補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、甲佐町内の宿泊施設を利用して行うスポーツ・文化活動等
の合宿、研修、大会参加等を支援することにより、町内の社会体育施設・社会
教育施設の有効活用、交流人口の拡大及び地域経済の活性化を図るため、甲佐
町補助金等交付規則（平成18年甲佐町規則第４号）に定めるもののほか、甲
佐町宿泊型合宿等誘致補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な
事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号
　に定めるところによる。
 (1)　合宿等　スポーツ、文化、芸術等の活動を目的として、町内の宿泊施設に
宿泊して行う合宿、研修、大会参加、遠征及びこれらに類する活動をいう。
 (2)　対象団体　第３条に規定する補助の対象となる団体をいう。
 (3)　町内宿泊施設　町内に所在する旅館業法（昭和23年法律第138号）第３
条第１項の許可を受けた施設、住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号）に
基づく届出住宅、その他町長が認める宿泊施設をいう。
 (4)　延べ宿泊者数　合宿等に参加した者（保護者その他の同行者を含む。）の
人数に宿泊した日数を乗じて得た数をいう。
 (5)　補助対象延べ宿泊者数　第４条に規定する補助対象者の人数に宿泊した
日数を乗じて得た数をいう。
（補助対象団体）
第３条　補助金の交付対象となる団体は、次の各号のいずれかに該当する団体
　とする。
(1)　学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する小学校、中学校、
高等学校、中等教育学校、特別支援学校、高等専門学校及び大学の部活動、
サークル、ゼミナールその他これらに準ずる団体
(2)　スポーツ、文化、芸術その他これらに類する活動を行う社会人クラブ、地
域クラブ、実業団、任意団体その他これらに準ずる団体
(3)　その他町長が適当と認める団体
（補助対象者）
第４条　補助金の算定の基礎となる宿泊者は、前条に規定する団体に所属し、又
　は当該団体の活動に参加する者のうち、次の各号に掲げる者とする。
(1)　選手、部員、団員、会員、構成員その他活動の主体となる者
(2)　監督、コーチ、指導者、引率者その他活動の実施に必要な者
２　前項の規定にかかわらず、応援、見学、観光等を目的として同行する保護者、
　家族その他の者は、補助対象者に含めない。
（補助対象となる合宿等）
第５条　補助金の交付対象となる合宿等は、次の各号のいずれにも該当するも
のとする。
 (1)　町内の体育施設、社会教育施設、文化施設等を利用し、かつ町内宿泊施設
に宿泊するものであること。
 (2)　延べ宿泊者数が５人泊以上であること。
 (3)　1回の合宿等につき、１泊２日以上の日程で実施されるものであること。
 (4)　営利を目的としないものであること。
 (5)　公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがないものであること。
（適用除外）
第６条　次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付対象としない。
 (1)　国、地方公共団体その他の公的機関から、本補助金の対象となる経費と同
　　一の経費について、別途補助金、助成金等の交付を受けている場合
 (2)　修学旅行、観光旅行その他合宿等の趣旨にそぐわないと町長が認める場
　　合
（補助対象経費）
第７条　補助対象経費は、町内宿泊施設に支払った宿泊料金（食事代を含む基本
　料金）とする。
２　次の各号に掲げる経費は、補助対象経費に含まないものとする。
 (1)　宿泊料金と区分される飲食、宴会等に係る経費
 (2)　会議室、研修室、運動施設等の使用料
 (3)　交通費、土産代その他個人的支出に係る経費
 (4)　キャンセル料その他宿泊以外に係る経費その他租税公課
 (5)　国、地方公共団体その他の公的機関から別途補助金、助成金等の交付を受
　　ける経費
（補助金の額）
第８条　補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額とし、補助対象延べ宿
泊者数に3,000円を乗じて得た額を限度とする。
２　１団体に対する補助金の額は、１回の合宿等につき10万円を、同一年度内
につき20万円を、それぞれ限度とする。
３　前２項の規定により算出された額に100円未満の端数が生じた場合は、こ
れを切り捨てるものとする。
（交付申請）
第９条　補助金の交付を受けようとする団体の代表者（以下「申請者」という。）
は、合宿等の実施日の７日前までに、甲佐町宿泊型合宿等誘致補助金交付申請
書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければな
らない。
(1)　参加者名簿（様式第2号）
(2)　合宿等の行程又は活動内容が分かる書類
(3)　その他町長が必要と認める書類
（交付決定）
第10条　町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交
　付　の可否を決定し、甲佐町宿泊型合宿等誘致補助金交付決定通知書（様式第
３号）により申請者に通知するものとする。
２町長は、補助金の交付の決定に際し、必要な条件を付すことができる。
（変更申請）
第11条　申請者は、前条の規定による交付決定を受けた後、合宿等の内容を変
更しようとするときは、速やかに甲佐町宿泊型合宿等誘致補助金変更承認申
請書（様式第４号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただ
し、町長が定める軽微な変更については、この限りでない。
（中止又は廃止）
第12条　申請者は、合宿等を中止し、又は廃止しようとするときは、直ちに町
　長にその旨を届け出なければならない。
（実績報告）
第13条　申請者は、合宿等の終了後30日以内、又は当該年度の３月31日の
　いずれか早い日までに、甲佐町宿泊型合宿等誘致補助金実績報告書（様式第
５号）に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
 (1)　宿泊者名簿（実績版）（様式第６号）
 (2)　宿泊料金の支払を証する領収書の写し
 (3)　その他町長が必要と認める書類
（補助金の額の確定）
第14条　町長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査
し、補助金の額を確定し、甲佐町宿泊型合宿等誘致補助金額確定通知書（様式
第７号）により申請者に通知するものとする。
（補助金の請求及び支払）
第15条　申請者は、前条の規定による通知を受けた後、甲佐町宿泊型合宿等誘
致補助金請求書（様式第８号）を町長に提出するものとする。
２　町長は、前項の請求書を受理したときは、速やかに補助金を支払うものとす
る。
３　補助金の振込先口座は、対象団体名義の口座とする。ただし、やむを得ない
事情があると町長が認めるときは、当該団体の代表者名義の口座とすること
ができる。
（交付決定の取消し等）
第16条　町長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補
助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
 (1)　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受け、又は受けようとした
とき。
 (2)　補助金を交付の目的以外の用途に使用したとき。
 (3)　この要綱又はこの要綱に基づく町長の指示に違反したとき。
 (4)　その他町長が補助金の交付が適当でないと認めるとき。
（補助金の返還）
第17条　町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合におい
て、既に補助金を交付しているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返
還を命ずるものとする。
（書類の保存）
第18条　申請者は、補助金の交付に係る書類を、補助金の交付を受けた日の属
する年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。
（委任）
第19条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町
長が別に定める。

  附　則
１　この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。
２　この要綱は、令和11年３月31日限り、その効力を失う。

